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　近年DSLに代わりブロードバンドサービスの普及を牽引するFTTH市場（Fiber To The Home）では、２種類の事業者間競争の形態が存在する。第１の形態は、競争事業者（NTT東西以外の事業者）がNTT東西の光ファイバ設備を接続料を支払って借りることによりFTTHサービスを提供する「サービスベース競争」であり、第２の形態は、競争事業者がNTT東西の光ファイバ設備を利用せず、自ら光ファイバを敷設することで利用者にFTTHサービスを提供する「設備ベース競争」である。FTTH市場では、両方の形態の競争が同時進行しており、しかも、地域によって、またFTTHの提供タイプの別（戸建て・ビジネス向け、集合住宅向け）によって、それぞれの形態の競争の進展状況は異なる。FTTHの提供タイプを特に区別せずに大まかに見た場合、例えば関東地方では、設備ベース競争よりもどちらかといえばサービスベース競争が優位であり、関西地方では、サービスベース競争よりも設備ベース競争の方が優位な状況にある。また、FTTHの提供タイプ別に見れば、戸建て向けでは設備ベース競争が中心であり、集合住宅向けでは設備ベース競争に加えサービスベース競争も一定程度進展していると考えられる。
　本分析は、設備ベース競争やサービスベース競争が進展しているほど、FTTH価格は低廉化していると実証的に結論できるかについて、2006年、2007年の2期間の市場シェアデータ、実勢小売価格データを利用し、戸建て向けFTTH、集合住宅向けFTTHの両方について、回帰モデルにより分析を行った。一般的には、いかなる形態の競争であれ、競争の進展（競争事業者のシェアの拡大）により小売料金は低廉化するものと予想される。実際に回帰分析を行った結果、当該2期間においては、戸建て向けFTTH市場において、(ｱ)設備ベース競争の小売料金に対する低廉化の効果は統計的に有意でなく、(ｲ)サービスベース競争については、NTT東西がサービスベース競争でシェアを拡大するほど料金が低廉化する効果が統計的に有意な形で認められた（ただし、戸建て向けFTTH市場でサービスベース競争はそれほど進展していないと考えられるため、明確に結論付けることは困難）。また、戸建て向けFTTH市場において、十分なサービスベース競争が起こっていないことを仮定し、サービスベース競争をコントロールしなかった場合、設備ベース競争の小売料金に対する値下げ効果が統計的に有意な形で確認された。
　集合住宅向けFTTHにおいては、(ｳ) 設備ベース競争の小売料金に対する低廉化の効果は一定程度あり（統計的に有意）、(ｴ) サービスベース競争については、料金低廉化効果は統計的に有意ではなかった。
　特に集合住宅向けFTTH市場において、設備ベース競争の小売料金低廉化効果が確認されたことから、政策的に設備ベース競争を推進することは一定の合理性があると考えられる。他方、サービスベース競争に料金低廉化効果がないとまでは今回の回帰分析をもって結論することは困難であり、今後のデータの蓄積等を待って長期間のパネルデータ分析を行うことが適当である。
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はじめに

　日本のブロードバンドサービス
は、2001年頃から、規制による競争環境の整備や活発な新規事業者の参入によりDSL
を中心に普及が拡大し、世界で有数の低廉な料金で高速なインターネット接続環境を利用者に提供してきた。しかし、近年では、DSLからFTTH
に需要がシフトしており、FTTHがブロードバンドサービスの事業者間競争の主戦場となっている。
　本論は、FTTH市場における事業者間競争が小売料金を引き下げる効果を有しているか否かについて分析を行うものであり、5つの部分により構成される。第1章では、分析の前提となる情報を整理すべく、日本のFTTH市場の現況について概観し、第2章で2つの競争概念（設備ベース競争とサービスベース競争）を明確化し、FTTH市場における設備ベース競争を表す指標、サービスベース競争を表す指標等について解説を行う。第3章で、2つの競争概念と小売料金の関係について問題設定を行い、第4章で回帰モデルを利用した分析を行い、最後の章で分析の総括を行うこととする。
第1章　FTTH市場概況
　本章では、今回の分析の対象となるFTTH市場について概観し、その市場概況を明らかにすることを目的とする。
1.1　FTTH契約数の推移等

　まず、FTTHがブロードバンドサービスとして、DSL、CATV
といった他の通信方式と比較して、近年普及が拡大していることを確認しておこう。図1.1によれば、近年、DSL契約数の増加率は徐々に失速しており、06年12月末に純減に転じている（06年9月末1,439万→12月末1,423万）のに対して、FTTH契約数はこの4年間で順調に増加している。

　FTTH契約数が順調に増加していることを更に明らかに示すのが図1.2である。FTTHの契約数は07年9月で1,051万にまで拡大している。ところで、FTTHの提供タイプは、(1)戸建て・ビジネス向けと(2)集合住宅（マンション等）向けに大別され、図1.2によれば、戸建て・ビジネス向けと集合住宅向けの割合はそれぞれ53％、47％となる。
図1.1　ブロードバンドサービスの契約者回線数の推移

(出所)総務省「電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データの概要」(2007.09)

[image: image1]　　　

図1.2　FTTHの提供プラン別契約者回線数の推移

（出所）総務省「電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データの概要」(2007.09) 


[image: image2]
　1.2　地域ブロック別の契約数
　地域ブロック別の契約数を示すのが図1.3、1.4である。図1.3から特に関東・近畿等大都市を抱える地域で契約数が多いことがわかる。図1.4は、同じく関東・近畿で集合住宅向けFTTHの契約割合が高いことを示す。大都市を抱える地域は集合住宅が多いため、このような傾向が存在するものと考えられる。
図1.3　地域別FTTH契約数
(出所)総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」のデータをもとに作成
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図1.4　地域別集合住宅と戸建て・ビジネス向け契約数割合
（出所）総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」のデータをもとに作成
[image: image4.emf] 

集合住宅と戸建て・ビジネス向け割合
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1.3　事業者別のFTTH契約数シェア
　次に事業者別のFTTH契約数シェアを戸建て・ビジネス向け／集合住宅向けで見てみる。図1.6は戸建て・ビジネス向けFTTH契約者数シェアを示す。NTT東西は75％前後、電力系事業者
が13％前後、KDDIが6％程度のシェアを有しており、90％以上のシェアをこの3社が取っていることになる。なお、07年3月以降、電力系事業者のシェアが7％程度落ち込んでいるが、このシェアの下落はKDDIと東京電力とのFTTH事業統合(07年1月)に伴うものであり、07年3月以降は、KDDIのシェアを電力系事業者シェアに算入すれば、全体として電力系事業者のシェアにさほど変動がないことがわかるであろう。概して、戸建て・ビジネス向け市場ではNTT東西と電力系事業者でシェアを分けているような形になっている。これは戸建てのほうが設備を引くコスト、契約者を獲得するコストが集合住宅向けに比べて高く、大規模な設備を持つ事業者以外参入しにくい環境にあることが考えられる。
　一方、図1.6は集合住宅向けのシェアを示し、04年当初は各社分散していたシェアが、徐々にNTT東西に集中していることがわかる。しかし、注目すべきは、戸建て・ビジネス向けに比較すれば、07年9月期においても、集合住宅向けFTTHにおいては、NTT東西・電力系・KDDI以外の事業者が25％以上のシェアを取っていることであろう。戸建て・ビジネス向け市場よりも、集合住宅向け市場の方が、提供事業者の多様性があり、シェアの集中度が低いことがわかる。
図1.5　戸建て向けFTTH契約シェアの推移

（出所）電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データの概要(2007.09）
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出典：電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データの概要(2007.09）

図　1.6　集合住宅向けのFTTH契約シェアの推移

（出所）電気通信事業分野の競争状況に関する四半期データの概要(2007.09）
[image: image16.wmf]
1.4　小括
　以上、FTTH契約数及びFTTH契約数シェアを概観した場合、以下の傾向が見て取れる。

(1) 近年、FTTH契約数は1,000万加入を超え、DSLやCATVと比較して急速に普及が拡大している。
(2) 関東地方、近畿地方のような、大都市を抱える地域ほどFTTH契約数が多く、集合住宅向けFTTHの契約数の割合が高い傾向がある。
(3) 戸建て・ビジネス向け市場、集合住宅向け市場の両方でNTT東西のシェアは提供事業者中最大である。
(4) 戸建て・ビジネス向けではNTT東西、電力系事業者、KDDIの3社が9割以上のシェアを獲得しており、集合住宅向けよりもシェアの集中度が高い。
(5) 集合住宅向けでは、戸建て・ビジネス向けと比較して、NTT東西、KDDI、電力系事業者以外の事業者も小さくないシェアを有しており、シェアの集中度が低い。
　最後にFTTH市場を取り巻く最近の動向について述べておこう。08年3月から、NTT東西はNGN（Next Generation Network：次世代ネットワーク）を商用化する予定である。NGNとは、現在公衆網として別々に構築されているインターネットサービス用IPネットワークと電話サービス用のメタル回線を、IP技術を用いてQoSやセキュリティを向上させたIPネットワークに統合し、現行の公衆網に代替させる試みである。最終的には、通話サービス・インターネット接続サービス等の様々な通信サービスを１つのネットワークに乗せて提供可能となる。NTT東西のNGNは現在のところFTTH等により構築されるIPネットワークを基盤としているため、NTT東西のFTTH普及拡大の姿勢は今後さらに加速することが予想される。
　他方、競争事業者に目を移せば、NTT東西と対抗する観点から、競争事業者が他事業者を吸収して規模を拡大する傾向が見て取れる。前にも触れたように、07年1月にKDDIはFTTHサービスの部門を東京電力（tepco光）と事業統合を行った。加えて、KDDIは、電力系事業者の一角を占めるCTC（中部電力の子会社）の買収・子会社化が報じられている（08年4月）。一方イー・アクセスはUSENのFTTH子会社UCOMの株を9.5％取得した（08年1月30日）。
これらの動きはFTTH市場でのシェア獲得へ向けた動きであると考えられ、今後もこのような合従連衡が進む可能性は高い。
　このようにFTTH市場は今後も成長・拡大していく要素が大きいと考えられる。次章ではFTTH市場における競争構造を、「設備ベース競争」、「サービスベース競争」という２つの競争概念を明らかにすることで、より詳しく説明する。

第2章　FTTH市場の競争構造
2.1. 設備ベース競争とサービスベース競争

　電気通信市場における競争形態として、大きく分けて「設備ベース競争」及び「サービスベース競争」が挙げられる。以下FTTHの例に即して2つの概念を整理する。
　「設備ベース競争」とは回線の敷設を自ら行う事業者間の競争である。FTTHサービスの文脈では、NTT東西や電力系事業者等はそれぞれ独立して自社で光ファイバ設備への投資を行って回線を敷設し、各々のFTTHサービスを利用者に提供している。この結果、例えば関西地域においては、NTT西日本の「Bフレッツ」と電力系事業者ケイ・オプティコムの「eo光」の間で競争が起こっており、このような形態の競争が設備ベース競争に該当する。ここで注意すべきは、NTT東西も電力系事業者もお互いの事業者のネットワークを使用しないため、他事業者への接続料の支払いは一切行なっていないことである。
　一方「サービスベース競争」とは、(1)自らの回線設備を所有しない事業者と回線設備を所有する事業者間の競争及び(2)回線設備を所有しない事業者間の競争を言う。再びFTTHサービスに即して具体的に考えると、ソフトバンクは自ら加入者系光ファイバ設備を設置していないため、NTT東西へ接続料を支払うことによりNTT東西の加入者系光ファイバ設備を借りてFTTHサービスを提供している。他方、NTT東西は自社所有の光ファイバ設備によりFTTHサービスを提供する。この結果、FTTH市場においてソフトバンクの「Yahoo光」とNTT東西の「Bフレッツ」の間で競争が生じることになり、このような競争が「サービスベース競争」に該当する。
　「設備ベース競争」及び「サービスベース競争」の関係を図式的にまとめれば図2.1のようになる。

図2.1　「設備ベース競争」及び「サービスベース競争」の関係図（執筆者作成）
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接続料

設備賃貸

NTT

東西

電力系事業者等

（自前で光ファイバ設備を設置）

サービスベース

競争

サービスベース

事業者

（光ファイバ設備を

所有せず）

サービスベース

競争

設備ベース競争

（自前で光ファイバ設備を設置）

接続料

設備賃貸

NTT

東西

電力系事業者等

（自前で光ファイバ設備を設置）

サービスベース

競争

サービスベース

事業者

（光ファイバ設備を

所有せず）

サービスベース

競争

設備ベース競争


2.2. NTT東西のみに課される接続規制

　若干規制の側面に触れておこう。図2.1における「サービスベース競争」を促進する観点から制度化されているのが、NTT東西だけに課される非対称な接続規制である。図2.2のように、NTT東西の不可欠設備を開放する観点から、NTT東西が、不可欠設備に関してサービスベース事業者と接続する際に設定する接続料・接続条件等は、総務省の認可対象となる（電気通信事業法第33条）。つまり、NTT東西はサービスベース事業者から貸出要請があれば、総務省が認可する、原価に照らし公正妥当な接続料等の条件で光ファイバ設備を貸し出さなければならない。他方、NTT東西以外の設備ベース事業者（電力系事業者等）の設定する接続料・接続条件等は、基本的に非規制となっている。サービスベース事業者がNTT東西以外の設備ベース事業者から設備を借りようとする場合には、当該事業者間の自由な契約で決定可能だが、一般に設備ベース事業者の方が交渉力が強いため、サービスベース事業者には不利であることが多い。したがって、サービスベース事業者は、接続料・接続条件等が行政の認可を経て定まっているNTT東西から借りやすい状況にある。
図2.2　電気通信事業法第33条に基づく認可構造
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2.3. 都道府県ごとの設備ベース競争及びサービスベース競争の進展度

　設備ベース競争、サービスベース競争の程度は、全国的に一定であるわけではなく、実は各地域ごとに異なっている。図2.3は、NTT東西の光ファイバ回線数シェア及びFTTH契約数シェアを各都道府県別に表したものである
。橙色の線は、06年3月におけるNTT東西の光ファイバ回線数シェアであり、エンドユーザに利用されている加入者系光ファイバ回線のうち、NTT東西が敷設した加入者系光ファイバ回線を示す数字である。すなわち、当該指標は、全ての設備ベース事業者が敷設する加入者系光ファイバ（エンドユーザに利用されているものに限る）のうち、NTT東西が敷設したもの（エンドユーザに利用されているものに限る）の割合を示しており、この割合が低ければ低いほど設備ベース競争が進展していることを示す。橙の線を追っていけば、北海道～中部までは（関東圏を除き）90%台で推移し、関西以西では引き下がる東高西低の傾向が伺える。とりわけ、関西圏では滋賀県が50%台を割っているのをはじめ、兵庫、奈良、和歌山も50%程度までNTT西日本のシェアが引き下がっていることが観察される。関西エリアにおいてNTT西日本の設備ベースシェアが低いのは、設備ベース事業者として関西圏で活発に事業展開するケイ・オプティコム（関西電力系の電力系事業者）の存在が大きいと考えられる。
　一方、緑色の線は、NTT東西のFTTH契約数シェアであり、全てのFTTH契約のうち、NTT東西が獲得したFTTH契約の占める割合である。先ほど述べた光ファイバ回線シェアが設備ベース競争の進展度を単純に示すのに対し、FTTH契約数シェアの示すものはもう少し複雑である。第1に、FTTH契約数シェアは、サービスベース競争の進展度を指し示す。サービスベース事業者がNTT東西から光ファイバ設備を接続料を支払って借りることで提供する自社のFTTHサービスにエンドユーザを新たに加入させることは、NTT東西のFTTH契約シェアの減少要因になるからである。第2に、FTTH契約数シェアは、設備ベース競争の進展をも指し示す。NTT東西以外の設備ベース事業者が、自らの設備を用いて提供するFTTHに、あるエンドユーザを新たに加入させることは、NTT東西のFTTH契約数シェアの減少要因になるからである。まとめれば、NTT東西のFTTH契約数シェアは、設備ベース競争とサービスベース競争の両方を含んだ、「総合的な競争の指標」であり、このシェアが低ければ低いほど、設備ベース競争若しくはサービスベース競争が（あるいは双方が）進展していることを指し示す。

図2.3　光ファイバ回線における設備・サービス別のシェア（都道府県別、2006年3月末）
（出所：総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」）
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　図2.3の緑の線を追ってみよう。緑色の線は、多くの都道府県で橙の線の下に張り付いており、特に関東圏と関西圏で大きく引き下がっている。関西圏では、光ファイバﾞ回線シェアとFTTH契約シェアが大体一致しているのに対し、関東圏ではFTTH契約シェアが光ファイバﾞ回線シェアを更に下回り、2つの線の間に大きな乖離が生じている。関東圏のこの乖離は何を意味するのであろうか。
　上記で見たように、NTT東西の光ファイバﾞ回線シェアは、設備ベース競争の進展の度合いであり、NTT東西の契約数シェアは、設備ベース競争＋サービスベース競争の総合的な競争進展の指標である。よって関東圏において生じた乖離は、概ねサービスベース競争によってNTT東日本が失ったシェアであると見ることができる。例えば、東京都に関していえば、06年3月のNTT東日本の光ファイバﾞ回線シェアは76.3％であった。光ファイバﾞ回線シェア＝設備ベース競争度を表すため、NTT東日本は設備ベース競争で76.3%のシェアを有していることになる。NTT東日本が設備ベース競争で獲得したシェアをサービスベース競争で1契約も失わないと仮定すれば、NTT東日本は契約ベースシェアでも76.3％程度(完全には一致しない ）のシェアを有することになる。しかし事実はそうなっていない。06年3月のNTT東日本の東京都におけるFTTH契約数シェアは49.8％であり、NTT東日本は、東京都で76.3％－49.8%＝26.5％のシェアをサービスベース競争で失っていることになる。

　他方、関西に目を転じれば、関東と比較して光ファイバ回線シェアとFTTH契約シェアの間に乖離が少なく、NTT西日本は光ファイバ回線シェアとほぼ同程度のシェアをFTTH契約シェアでも確保している。例えば、滋賀県では、06年3月時点で、NTT西日本の光ファイバﾞ回線シェア（＝設備ベースシェア）は40.3％であり、NTT西日本はサービスベース競争で１契約も失わなければ、40.3%程度（やはり完全には一致しない）のシェアを確保することができる。実際のFTTH契約シェアは36.2％であり、NTT西日本が滋賀県でサービス競争によって失ったシェアは、40.3%－36.2％＝4.1%程度であり、サービスベース競争で大きくシェアを失っていないと考えることができる。
　繰り返しになるが確認しておこう。図2.3における乖離（＝「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」）は、NTT東西が光ファイバ回線を引いているにも関わらず、他事業者からFTTH契約を奪われている部分であり、NTT東西がサービスベース競争で失ったシェアを意味する。つまり、当該指標が大きいほどサービスベース競争が進んでいることを示唆している。
　そこで、地域ブロック別に乖離（NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア）を見ていく。図2.4が06年3月末における地域ブロック別のシェアの乖離を示したものである
。関東地方は14.1％もの乖離幅があり、他の地域に比較してサービスベース競争が進展していることが伺える。
　なお、北陸・四国・沖縄の3地域で負の乖離幅が出ているが、これは当該地域におけるサービスベース競争の程度を表すものではなく、単に光ファイバ回線とFTTH契約数の集計方法の違いから生じたものである。実は、1本の光ファイバ回線と1つのFTTH契約は完全に1対１対応の関係（1光ファイバ回線＝１FTTH契約）があるわけではなく、1本の光ファイバを複数の契約者で共有することもある。以後、本分析では、「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」をサービスベース競争の進展の指標とするが、当該指標を利用するため、NTT東西がサービスベースでシェアを失わなければ、光ファイバ回線シェアとFTTH契約シェアは等しくなる（よって「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」には負の値は生じ得ない）という仮定を置くこととする。
図2.4　地域ブロック別の「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」（2006年3月末）（出所）総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」を基に作成
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2.4. 地域別及び提供タイプ別のシェアに見る競争状況

　2.3節では、設備ベース競争・サービスベース競争の進展度が、地域ブロック別にどの程度異なっているかを観察した。次に、地域ブロックに加えて、提供タイプ別に設備ベース競争・サービスベース競争の進展が異なっているかどうかについて観察しよう。図2.5、2.6は地域ブロック別の事業者間シェアを戸建て・ビジネス向け、集合住宅向けの別にそれぞれ表したものである。
　戸建て・ビジネス向けに関しては、第1に、第1章図1.5で既に見たように集合住宅向けよりもシェアの集中度が高かったが、図2.5のように地域ブロック別に見ても傾向は変わらない。第2に、北海道・東北・北陸を除き、NTT東西、電力系事業者だけで市場シェアは9割を超えていることが読み取れる
。NTT東西・電力系事業者はともに設備ベース事業者であることから、戸建て・ビジネス向け市場においては、北海道・東北・北陸を除く地域では、設備ベース競争が中心であることが考えられる。第3に、北海道・北陸・東北では電力系事業者の参入は起こっておらず、NTT東西は9割以上のシェアを有しており、設備ベース・サービスベースの区分は問わず、事業者間競争自体がそれほど進んでいないように見える。
図2.5　地域ブロック別の戸建て＋ビジネス向けFTTH契約数事業者別シェア（2006年12月末）
（出所：総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」を基に作成）
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　次に集合住宅向け市場に目を転じてみよう。第1に、第1章図1.6で確認されたように、集合住宅向けは、戸建て・ビジネス向けよりもシェアの集中度が低く、その傾向は図2.6で地域ブロック別にみてもやはり変わらない。第2に、設備ベース事業者（NTT東西、電力系事業者、USEN）のシェアを合計すれば、どの地域でも最低70％に達し、戸建て向け市場ほどではないにせよ、集合住宅向け市場においても設備ベース競争が事業者間競争をリードしていると考えられる。第3に、集合住宅向け市場では、どの地域ブロックにおいても、戸建て・ビジネス向けよりも「その他」の割合が多いことは注意を引かれる。NTT東西から接続料を支払って光ファイバ設備を調達するサービスベース事業者は、「その他」に含まれると考えられるため、集合住宅向け市場の方が戸建て・ビジネス向け市場よりもサービスベース競争が進んでいると推測できる。第3に、「その他」の割合は、関東・東海・近畿・中国等大都市を抱える地域でとりわけ高く、サービスベース競争は、これらの地域で特に進展していると考えられる。
図2.6　地域ブロック別の集合住宅向けFTTH契約数事業者別シェア（2006年12月末）
（出所）：総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」を基に作成
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2.5. 小括

　以上をまとめれば以下のようになる。
(1) FTTH市場を含む電気通信市場における競争形態として、大きく分けて「設備ベース競争」及び「サービスベース競争」に2分される。
(2) 「NTT東西の光ファイバﾞ回線シェア」はFTTH市場における設備ベース競争の進展度を表し、当該シェアが低ければ設備ベース競争が進展していることを示す。

(3) 「NTT東西のFTTH契約シェア」は、設備ベース競争及びサービスベース競争を含む総合的な競争の指標であり、当該シェアが低ければ競争が総合的に進展していることを示す。

(4) NTT東西がサービスベース競争でシェアを全く失わなければ、NTT東西の光ファイバﾞ回線シェアとFTTH契約シェアは等しくなるという仮定を置いた場合、「NTT東西の光ファイバﾞ回線シェア－NTT東西のFTTH契約シェア」は、NTT東西がサービスベース競争で失ったシェアを意味する。当該数値が高ければそれだけサービスベース競争が進展していることを示す。

(5) 設備ベース競争、サービスベース競争の進展度合いは、全国一律ではなく、地域ブロック別に見てかなり異なる。地域別に非常に大まかに見た場合、関東地方の方が設備ベース競争に加えサービスベース競争が進んでおり、関西では設備ベース競争が中心である。

(6) 設備ベース競争、サービスベース競争の進展度合いは、戸建て・ビジネス向け、集合住宅向けの提供タイプ別でもかなり異なる。戸建て向け市場では、設備ベース競争が中心に進展している一方、集合住宅市場では、設備ベース競争・サービスベース競争の両方が進展していると考えられる。戸建て向け市場に比較して、集合住宅向け市場の方が、サービスベース競争はより進展していると考えられる。
　次の章においては、第1章で述べられたFTTH市場の動向、本章で導入された競争構造の概念等を用いて、設備ベース競争・サービスベース競争と小売料金の関係性について論じ、本分析の対象を明確化する。
第3章　問題設定
　ここまでは市場シェアなどのデータや競争構造の概念などをもとに、FTTH市場の現状について述べてきた。本章では、そうした状況を踏まえ、われわれがどのような観点から問題設定をし、分析を行うかについて述べる。

3.1　FTTH市場の競争構造を分析する必要性

　問題設定を行う前に、ここでは、まずそもそもFTTH市場の競争構造に着目した分析を行うことになぜ意義があるのかという点について整理を行う。具体的には、電気通信分野におけるFTTH市場の競争構造の特異性、総務省のFTTH市場に対する政策スタンス、の2点からFTTH市場の競争構造を分析する必要性がある。

　まず、FTTH市場における競争構造の特異性とは、第2章で議論したように、FTTH市場では設備ベース競争とサービスベース競争が並行して進展中だという点である。他方、電気通信分野の他の市場においては、従来設備ベース競争あるいはサービスベース競争のどちらか一方のみが主として存在している。例としてはDSL市場および携帯電話市場等が挙げられる。まず、DSL市場においては、NTT東西がほぼ100%のシェアを有するメタル回線の開放によるサービスベース競争が展開されている。
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図3.1　メタル回線における設備・サービス別のシェア（都道府県別）

（出所）総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」

　図3.1は、メタル回線における設備・サービス別のシェアを図にしたものである。上述したようにNTT東西のメタル回線数のシェアは全都道府県においてほぼ100%である。メタル回線はNTT東西が公社であった時期に構築されたネットワークであり、設備ベース競争はほぼ皆無である。したがって、メタル回線においては、第2章で解説したNTT東西に課される非対称な接続規制の下で加入者回線のオープン化が確保されており、サービスベース競争による事業者間競争が展開されている。具体的には、上図の緑色線はNTT東西のADSLサービスシェアであり、NTT東西のメタル回線シェアとこのサービスシェアの差分がADSLにおけるサービスベース事業者のシェアに相当している。

　DSL市場とは対照的に、携帯電話市場においてはほぼ設備ベース競争のみが存在してきた。携帯電話市場には周波数帯を割り当てられる事業者数に制約があり、周波数帯を割り当てられなければネットワークを構築して小売サービスを提供することができない。そして、日本の携帯電話市場では、周波数帯・ネットワークを保有する電気通信事業者が主導して端末、サービス、コンテンツを一体として提供する垂直統合型ビジネスモデルが構築されており、サービスベース事業者の参入はこれまでごく少数にとどまっている
。

　以上のように、FTTH市場は従来の電気通信市場とは違う競争構造を有している。したがって、設備ベース競争・サービスベース競争双方の情報を組み合わせた分析、およびその分析に基づく政策的対応が必要不可欠となる。

　2点目として、そうしたFTTH市場の特性を踏まえて総務省がとっているFTTH市場に対する競争政策のスタンスがある。総務省が情報通信分野で2010年代初頭までに実施する施策をまとめた「新競争促進プログラム2010」において、競争政策の方向性や具体策が挙げられている。FTTH市場を含めた電気通信市場において、一層の競争促進を図り、低廉なブロードバンドサービスによる利用者利益の確保を図ることが目的とされている。その目的のもとで、「競争政策の展開に際しては公正競争の確保を基本とし、各事業者が自ら線路設備等のネットワークを構築する設備競争と、不可欠設備を保有するドミナント事業者のネットワークを競争事業者に開放して競争を促進するサービス競争の適正なバランスを図る」ことが掲げられている。

　FTTH市場に関する政策のうち、設備ベース競争およびサービスベース競争それぞれについて整理すると以下である。まず、設備ベース競争については、NTT東西以外の事業者が光回線を敷設する環境を整備するため必要な電柱・管路の貸出手続き簡素化が上記プログラムにて挙げられている。具体的には、「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」（01年4月制定、07年4月改正）について、その運用状況を定期的に検証、見直しを図るとされている。また、サービスベース競争に関する主要な項目としては、具体的には前章で議論してあるように、接続料金、NTT東西の光回線の貸出方法の2点が挙げられる。

　ここで、設備ベース競争とサービスベース競争の「適正なバランス」をFTTH市場の競争政策で志向する際には、設備ベース競争とサービスベース競争それぞれの進展がFTTH市場においてどのような効果をもたらしているかという点の検証が不可欠である。

　例えば、FTTH市場において設備ベース競争の進展、すなわち、NTT東西以外で自前の光ファイバ網を使用して小売サービスを提供する事業者の参入の活性化が小売価格低廉化（とそれによってもたらされる利用者利便の向上）への効果をもたらさないとする。その状況であれば、小売価格低廉化へつなげるためには、設備ベース競争促進にかける比重を小さくするべきという議論になる。このように、設備ベース競争とサービスベース競争が同時に進展しているFTTH市場では、両者が小売価格にどのような効果をもっているか分析をすることが重要であると言える。

3.2　競争構造と小売料金の関係

　3.1節ではFTTH市場の競争構造に焦点を当てることの重要性を議論した。それを受けて、本節では、競争構造がFTTH市場の小売料金とどのような関係を持っているかという点について整理を行う。

　まず、設備ベース競争およびサービスベース競争ともに、一般的には、事業者間競争の活性化は小売価格を低廉化させる方向に効果を持つことが想定される。たとえば、従来NTT東（西）の1社が独占的にFTTHサービスを提供していた状況に設備ベース競争事業者1社が参入すると、その市場でのサービス供給量は増加し、通常の右下がりの需要曲線を想定すれば小売価格は低廉化することとなる。

　上記の想定を踏まえ、FTTH市場の競争の進展度合いと小売価格の関係について現状ではどのような整理ができるかについて、総務省「電気通信事業分野における競争評価2006」（以下競争評価2006と表記）における議論・データをもとに整理する。

　競争評価2006において、FTTH市場における設備ベース競争・サービスベース競争の状況と小売実勢価格の関係が考察されている。FTTHサービスにおいてはNTT東西が東日本・西日本の別に均一料金を設定しているが、営業現場で様々なキャンペーンによる割引の存在によって実勢価格の地域差が存在している（また規制上も小売価格の地域的格差は許容されている）。そうした実勢価格
の変化と競争状況の関係を都道府県ごとに図にしたものが以下である。第2章で議論したように、下図の上側にあるNTT東西の光回線数シェア（青色線）が低いほど設備ベース競争が進展していることを意味し、NTT東西の光回線数シェアとNTT東西のFTTH契約数シェア（桃色線）の乖離が大きいほどサービスベース競争が進展していることを意味している。

図3.2　設備ベース競争・サービスベース競争の状況と小売価格の関係

（出所）総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」
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　図3.2から伺えることを整理すると以下3点が挙げられる。まず、集合住宅向けFTTHの小売価格（青色の線）の地域差はほとんどなく、戸建て向けFTTHの小売価格（橙色の線）の地域差はかなり存在する傾向が観察される。2点目として、設備ベース競争が進展している関西（滋賀、奈良、和歌山）において、戸建て向けFTTHの小売価格は必ずしも低くなっていない傾向がある。3点目として、サービスベース競争が進んでいる地域（関東地方ほか）では、戸建て向けFTTHの小売価格が他の地域と比較して低廉化していることが伺える。

　図3.2はあくまで全体的な傾向を見たものであり、設備ベース競争およびサービスベース競争と小売価格の関係について焦点を当てたものではない。そこで、図3.2のデータについて、設備ベース競争・サービスベース競争それぞれの進展度と小売価格の関係をより直接的に捉えることとする。

　まず、サービスベース競争の進展度と小売価格の関係について、競争評価2006での議論を参照する。図3.3はサービスベース競争の進展度と小売価格の関係を整理した競争評価2006に掲載されたものである。
図3.3　サービスベース競争の進展度と小売価格の関係

（出所）総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」
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　上図の縦軸はFTTHサービスの小売実勢価格、横軸は「NTT東西の光ファイバ回線シェア－NTT東西のFTTH契約シェア」である。これまで議論してきたように、この差分が大きいほどFTTH市場においてサービスベース競争が進展していることを意味する。上図を見るとサービスベース競争が進展している地域と戸建て向けFTTHの小売価格には負の相関がある。このことから、サービスベース競争が進展するほど、FTTHの小売価格は低廉化することが示唆されると見ることができる。

　次に、設備ベース競争の進展度と小売価格の関係について、サービスベース競争と同様の議論を行う。図3.3と同様に縦軸にFTTHサービスの小売実勢価格を、横軸に「100%－NTT東西の光回線シェア」を取ったものが図3.4である。
図3.4　設備ベース競争の進展度と小売価格の関係

（出所）総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価2006」を元に執筆者作成

[image: image14.emf]
　図3.4の横軸は右に行くほど設備ベース競争が活性化していることを意味している。上図を見ると設備ベース競争が進展している地域と戸建て向けFTTHの小売価格には正の相関がある。すなわち、サービスベース競争の進展とは逆に、設備ベース競争が進展する（NTT東西以外の事業者による自社の光ファイバ網を利用した参入が活性化）ほど、FTTHの小売価格は高止まることが示唆されるということになる。

　ここまでの議論に基づけば、FTTH市場においては、第2章で述べたように現在の競争状況の中心を占めていると考えられる設備ベース競争の進展は、実は望ましくないものであるということになる。よって、3.1節で議論した設備ベース競争とサービスベース競争の「適正なバランス」という観点からは、FTTH市場での競争政策はサービスベース競争促進に軸足をより強く置くべきということになる。ただし、ここまでの議論には以下3つの問題点が存在している。

　まず、図を中心としたここまでの議論は、競争構造以外に小売価格に影響を与えると思われる要因を含めた分析ではない。各地域の特殊性や需要規模など、競争構造以外にも小売価格に大きく影響を与える要因を捨象して相関を観察したに留まっている。

　次に、ここまでの議論は、設備ベース競争およびサービスベース競争それぞれを切り分けて着目した形でのものである。一方、実際の市場では設備ベース競争およびサービスベース競争は各地域で混在して存在しているため、切り分けた考察だけでは不十分である。
　3点目として、実勢価格の地域差を大まかに観察した議論であるため、実勢小売価格の地域差が一見してほとんどない集合住宅向け市場を射程に含めることができていない。第2章で言及したように、サービスベース競争は戸建向け市場よりも集合住宅向け市場においてより進展していることが伺えるため、サービスベース競争の効果については集合住宅向け市場も議論に加える必要がある。

　以上から、FTTH市場における競争構造と小売料金の関係についてこれまでの議論に基づいて結論を下し、政策の方向性を導きだすことはできない。したがって、競争構造と小売料金の関係については上記問題点を解決できる形でより詳細な分析を行う必要がある。

3.3　問題設定

　3.2節ではFTTH市場の競争構造と小売価格の関係について議論し、競争構造と小売料金の関係について詳細な分析を行う必要があることを指摘した。それを受けて、本分析では次章において、設備ベース競争およびサービスベース競争がFTTH市場の小売価格を低廉化させる効果を持っていると言えるかどうかについて分析を行うこととする。

　その分析の目的は以下2点である。まず、設備ベース競争・サービスベース競争それぞれが戸建向け市場、集合住宅向け市場それぞれで小売価格に有効な影響を与えているかどうかを明らかにすることである。そして、その結果をもとに、 FTTH市場の競争構造をめぐる政策のあり方について示唆を得ることが2つ目の目的である。例えば、サービスベース競争が小売価格低廉化に大きな効果をもたらすということが結論付けられれば、NTT東西の光ファイバ設備開放政策を現状より一層強く推し進めることで、サービスベース競争を促進することに合理性があるという議論ができることになる。

　なお、詳細については第4章で議論するが、分析の方法としては、競争構造を説明変数、FTTHの小売価格を被説明変数とした回帰分析を行うこととする。その際、競争構造以外に小売価格に影響を与える要因も考慮することで、競争構造と小売価格の関係をより正確に特定することを目的とする。
第4章　回帰分析
　本章では、第3章の問題設定を受けて、FTTH市場において、設備ベース競争とサービスベース競争が小売料金に低廉化効果を与えているのか否かについて回帰分析を行う。

　第3章で示されたとおり、相関図が示す限りにおいては、戸建て・ビジネス向け市場では、(a ) サービスベース競争が進展するほど、FTTHの小売価格は低廉化し(図3.3）、（b）サービスベース競争の進展とは逆に、設備ベース競争が進展するほど、FTTHの小売価格は高止まる(図3.4）ことが示唆されている。

　既に第3章で指摘したように、相関図による分析は、(1)1期間の小売価格と市場シェアの関係のみを見ており、需要規模や地域性をコントロールしていない点、（2）同時並行して行われている設備ベース競争、サービスベース競争の両方をコントロールしていない点、（3）戸建て・ビジネス向けのみに分析の焦点が当たっており、よりサービスベース競争が進んでいると思われる集合住宅向けについて分析を行っていない点で改善の余地がある。

　よって、本分析では、設備ベース競争とサービスベース競争の小売料金への低廉化効果について、(ｱ) 2006年、2007年の2期間・47都道府県のデータを用い、(ｲ)需要規模、地域性をコントロールする一方、(ｳ)設備ベース競争、サービスベース競争をコントロールし、(ｴ)戸建て・ビジネス、集合住宅向けのそれぞれについて、パネルデータ分析を行うこととする。なお、以下、「戸建て・ビジネス向け」を「戸建て向け」と略称する。
　以下、4.1節で回帰モデルと仮説（係数の符号の想定）を設定し、4.2節において推計手法について説明した後、4.3節で住宅向けFTTH市場について、4.4節で集合住宅向けFTTH市場について分析を行うこととする。
4.1　回帰モデルの設定と仮説

A) 　回帰モデルの設定

　推計式は以下のとおりである。δ1は年のダミー変数であり、δ2からδ5までは地域ダミー変数である。uitは誤差項である。

　　推計式(a)

	log（FTTHの実勢小売価格）

＝ β0 +β1(NTT東西の光ファイバ回線数シェア)

　　  ＋β2(NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア)　

　　  ＋β3log(FTTH加入者数）
      ＋δ12007＋δ2関東＋δ3中部＋δ4近畿＋δ5その他の地域＋uit


　左辺の被説明変数は、FTTH価格の対数を取っている。当然、戸建て向けFTTH市場に関する分析を行う場合は、戸建て向けFTTH料金が、集合住宅向けFTTH市場について分析する場合は、集合住宅向けFTTH料金が入ることになる。なお、IP電話の付属しているFTTHと、IP電話が付属していないFTTHの両方の実勢小売価格が得られたため、今回両方について分析を行っている。
　右辺において、NTT東西の光ファイバ回線数シェアは、設備ベース競争の進展を表す指標である。当該シェアが低いほど設備ベース競争が進んでいることを示す。

　「NTT東西の光ファイハﾞ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」は、第2章で説明したように、サービスベース競争の進展の程度の指標である。当該指標は、NTT東西がサービスベース競争でどれだけシェアを失ったかを示す指標であり、高ければ高いほどサービスベース競争が進展していることを示す。
　なお、「NTT東西の光ファイバ回線数シェア」と「NTT東西の光ファイハﾞ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」の相関係数は－0.1程度であることから、両方を説明変数に含んでも多重共線性の問題は少ないと考えられる。
　同じく右辺において、需要規模をコントロールするため、FTTH加入者数を説明変数として入れている。当然、戸建て向けFTTH市場について分析する場合は、戸建て向けFTTH加入者数が、集合住宅向けFTTH市場について分析する場合は、集合住宅向けFTTH加入者が入ることになる。
　地域ダミー変数について触れておこう。総務省は、FTTHの地域市場を全国10区域（北海道、東北、関東、中部、北陸、近畿、中国、四国、九州、沖縄）に分割している
。今回は、サービスベース競争が特に進展していると思われる関東市場及び中部市場、設備ベース競争が進展していると思われる関西市場について、個別にダミー変数を付した。北陸市場を基準化したため、係数は北陸市場との差が出てくることになる。

B) 仮説（係数の符号の想定）

β1＞０：図3.4は、NTT東西以外の設備ベース事業者が光ファイバ回線数シェアを上昇させれば、FTTHの小売価格が上昇することを示している。しかしながら、１期間の相関分析が、2期間での回帰分析に適用されるとは限らないので、競争が進展するほど小売価格は低廉化するとの通常の想定に従い、β1は正の値を取ると想定しておこう。すなわち、NTT東西の光ファイバ回線数シェアが増大（減少）すれば、実勢小売価格は高く（安く）なる。

β2＜０：図3.3が示しているように、特に戸建て向けFTTH市場では、「NTT東西の光ファイバﾞ回線数シェアNTT東西のFTTH契約シェア」（NTT東西がサービスベース競争で失ったシェア）が大きくなるほど、FTTHの実勢小売価格が引き下がっている。よって、「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」が増大（減少）すれば、実勢小売価格は安く（高く）なることになり、β2は負の値になると考えられる。

δ1＜０：FTTH加入者は増加を続けており、2007年5月から12月の間に価格は下落していると考えられる。よって、δ1は負の値をとることが想定される。

δ2～δ5＜０：北陸地方はFTTHの実勢小売価格が相対的に高い地域なので、地域ダミー係数は負の値になることが想定される。

4.2　推計方法
　既に述べたとおり、今回の分析では、小売料金と設備ベース競争、サービスベース競争との関係を明らかにすべく、2006年、2007年の2期間でパネルデータ分析を行う。使用したデータの属性については、別添を参照されたい。
　ところで、推計式(a)における誤差項(uit)は、時の経過に応じて変化しない個体の特性(ai)と、その他の撹乱項(εit)とに分割される。このうち時の経過に応じて変化しない個体の特性(ai)を扱うパネルデータ分析手法として、固定効果モデルと変量効果モデルの2つが挙げられる。固定効果モデルは、従属変数、説明変数、誤差項の各々の時系列での平均を回帰式から引くことによって、時によって変化しない個体特有の特性（ai）を消去する。よって、説明変数と時によって変化しない個体特有の性質に相関があっても許される(Cov(ai,x)≠0を許容する)。他方、変量効果モデルは、説明変数と時によって変化しない個体特有の性質に相関がない（Cov(ai,x)＝0 )ことを前提とする。
　地域ダミー変数との関係で言えば、固定効果モデルでは、時間に応じて変化しない変数は全て消去されるため、地域ダミー変数の係数は得られない（都道府県の属性は2期間では変化しえない）。他方、変量効果モデルでは、地域ダミー変数の係数は通常の最小二乗法と同様に得られる。
　固定効果モデルと変量効果モデルのどちらが望ましいのかについて検定するのがハウスマン検定（帰無仮説を変量効果モデルとし、帰無仮説が棄却されれば固定効果モデルを採択）である。本分析では、両方のモデルを用いて推定を行ない、ハウスマン検定によって採択すべきモデルを決定した。
　なお、時の経過に応じて変化しない個体の特性(ai)を扱う固定効果モデルと変量効果モデルのほかに、かかる個体特性を一切加味しない通常の最小二乗法による推計結果が、固定効果モデル又は変量効果モデルよりも望ましい場合がある
。かかる結果が得られた場合は、最小二乗法による推計結果も併せて記載することとした（ハウスマン検定によって採択された変量効果モデル又は固定効果モデルが最小二乗法よりも望ましいという検定結果が出た場合は最小二乗法の推計結果は特段記載しない）。
　
4.3　戸建て向けFTTH市場に関する分析
　結果は表4.1のとおりであり、IP電話なしのタイプの場合は、変量効果モデルが採用され、IP電話ありのタイプの場合では、固定効果モデルが採用された。
　NTT東西の光回線数シェア（設備ベースシェア）の係数(β1)に関して言えば、符号の向きは当初の想定どおりであるものの、統計的に有意ではない。すなわち、戸建て向けFTTH市場においては、（IP電話の有無に関わらず）設備ベース競争の料金低廉化効果は確認できなかった。他方、図3.4で示したような、設備ベース競争が進展すればするほど小売料金が高止まっていくという関係は確認できなかった。
　「NTT東西の光回線数シェア－NTT東西の契約数シェア」の係数(β2)に関していえば、IP電話ありのタイプにおいては、当初の想定に反し、係数の符号は統計的に有意な形で正となる。NTT東西がサービスベース競争で1％シェアを失えば、IP電話なしのFTTH小売料金は0.8％上がる。他方、IP電話ありのタイプの場合、β2の推定量は有意ではない。
表4.1
　設備ベース競争・サービスベース競争の戸建て向けFTTH小売料金に対する効果
(ⅰ) 戸建て向けFTTH（IP電話なし）

従属変数：log(戸建て向けFTTHの実勢小売価格（IP電話なし））

	モデル
	変量効果モデル
	固定効果モデル

	説明変数
	係数

（標準誤差）
	t値
	係数

（標準誤差）
	t値

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア
	0.00041 (0.0010)     
	0.40
	0.00196   

(0.0051)     
	0.38

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア
	0.0080   

(0.0025)     
	3.17**
	0.0086   

(0.0046)     
	1.84

	log(戸建て向けFTTH加入者数）
	－0.256   

(0.049)    
	－5.21**
	0.246   

(0.359)     
	0.68

	2007
	－0.098 

(0.018)    
	－5.21**
	－0.22 

(0.094)    
	－2.35*

	関東
	－0.24 

(0.053)    
	－4.52**
	－
	－

	中部
	－0.086   

(0.052)    
	－1.63
	－
	－

	近畿
	－0.029

(0.065)    
	－0.46
	－
	－

	その他
	－0.045   

(0.044)    
	－1.01
	－
	－

	ハウスマン検定の結果
	chi2(4) = 7.55で帰無仮説(変量効果モデル)を棄却できず。

変量効果モデルを採用。

	
	R2:within=0.83                         　　　　between=0.71                             overall =0.76

N＝94
	R2within=0.85                         　between=0.58                                   overall =0.045

N＝94


(ⅱ) 戸建て向けFTTH（IP電話あり）

従属変数：log(戸建て向けFTTHの実勢小売価格（IP電話あり））

	モデル
	変量効果モデル
	固定効果モデル

	説明変数
	係数

（標準誤差）
	t値
	係数

（標準誤差）
	t値

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア
	－0.00045   

(0.00094)    
	－0.48
	0.0038 (0.0065)     
	0.59

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア
	0.0064 

(0.0027)     
	2.33*
	0.0096  (0.0058)     
	1.64

	log(戸建て向けFTTH加入者数）
	－0.216 

(0.049)    
	－4.39**
	0.2495 

(0.453)     
	0.55

	2007
	－0.058   

(0.021)    
	－2.75**
	－0.170    (0.118)    
	－1.44

	関東
	－0.31 

(0.048)    
	－6.54**
	－
	－

	中部
	－0.090 

(0.047)    
	－1.88
	－
	－

	近畿
	－0.047   

(0.059)    
	－0.81
	－
	－

	その他
	－0.066 

(0.040)    
	－1.63
	－
	－

	ハウスマン検定の結果
	chi2(4) = 9.72で帰無仮説(変量効果モデル)を5%有意水準で

棄却。固定効果モデルを採用。

	
	R2:within=0.61                        　　　　between=0.80                              overall =0.75

N＝94
	R2within=0.65                         　between=0.57                                   overall =0.19

N＝94


　戸建て向け市場において、サービスベース競争の進展が小売料金の高止まりを招くということは、非常に奇妙な結論である。そこで、(1)今回利用した「NTT東西の光ファイバ回線数シェア」、「NTT東西のFTTH契約数シェア」のデータが、戸建て向けFTTH・集合住宅向けFTTHに係る回線数・契約数にそれぞれ分化されておらず、戸建て市場における設備ベース競争、サービスベース競争の進展度のみを抽出できていないこと、(2)　第2章図2.5で述べられたように、事業者シェアに着目すれば、サービスベース競争が進展しているのは、全国的に見ても、戸建て向け市場よりも集合住宅向け市場であると考えられることから、戸建て向け市場において事業者間のサービスベース競争の程度が弱く、ゼロとみなせることを仮定し、以下の式を推定する。
　
　　推計式（b）
	log（FTTHの実勢小売価格）

＝ β0 +β1(NTT東西の光ファイバ回線数シェア)　

　　  ＋β3log(FTTH加入者数）

      ＋δ12007＋δ2関東＋δ3中部＋δ4近畿＋δ5その他の地域＋uit


　推計式(a)との違いは、サービスベース競争の指標である「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」を（サービスベース競争がゼロであることを仮定したため）コントロールしていないことである。係数β1は、推計式(a)の想定と変更はなく正の値をとることが想定される。
　推定結果を表4.2に示す。IP電話あり・IP電話なしのタイプとも固定効果モデルが採用され、NTT東西の光回線数シェアの係数の符号は、想定どおり正となり、統計的に有意である。IP電話なしの場合、他の条件を一定とすると、NTT東西の光回線数シェアが１％上昇すると、FTTH料金は約0.8％上昇する（IP電話ありの場合、1.0％上昇）。　
表4.2　設備ベース競争・サービスベース競争の戸建て住宅向けFTTH小売料金に対する効果
（サービスベース競争をコントロールしない場合）

(ⅰ) 戸建て向けFTTH（IP電話なし）

従属変数：log(戸建て向けFTTHの実勢小売価格（IP電話なし））

	モデル
	変量効果モデル
	固定効果モデル

	説明変数
	係数

（標準誤差）
	t値
	係数

（標準誤差）
	t値

	NTT東西の光ﾌｧｲﾊﾞ回線数ｼｪｱ
	0.00018   

(0.0010)     
	0.17
	0.0081   

(0.0040)   
	2.00*

	log(戸建て向けFTTH加入者数）
	－0.13   

(0.032)    
	－4.22**
	0.69   

(0.27)     
	2.53*

	2007
	－0.13   

(0.014)    
	－9.33**
	－0.34   

(0.068)    
	－5.08**

	関東
	－0.19   

(0.052)    
	－3.72**
	－
	－

	中部
	－0.079   

(0.054)    
	－1.47
	－
	－

	近畿
	－0.034  

 (0.067)    
	－0.51
	－
	－

	その他
	－0.025  

 (0.045)    
	－0.56
	－
	－

	ハウスマン検定の

結果
	chi2(3) =13.50で帰無仮説(変量効果モデル)を1%有意水準で棄却。固定効果モデルを採用。

	
	R2:within=0.7901                       　　　　between=0.7304                           overall =0.7536

N＝94
	R2within=0.8381                         　between=0.5397                                 overall =0.1436

N＝94


(ⅱ) 住宅向けFTTH（IP電話あり）

従属変数：log(戸建て向けFTTHの実勢小売価格（IP電話あり））

	モデル
	変量効果モデル
	固定効果モデル

	説明変数
	係数

（標準誤差）
	t値
	係数

（標準誤差）
	t値

	NTT東西の光ﾌｧｲﾊﾞ回線数ｼｪｱ
	－0.00079   

(0.00094)    
	－0.84
	0.010  

( 0.0050)     
	2.11*

	log(戸建て向けFTTH加入者数）
	－0.124   

(0.029)    
	－4.26**
	0.74   

(0.34)     
	2.19*

	2007
	－0.090   

(0.017)    
	－5.30**
	－0.30   

(0.084)    
	－3.63**

	関東
	－0.28  

 (0.046)    
	－6.07**
	－
	－

	中部
	－0.083   

(0.048)    
	－1.75
	－
	－

	近畿
	－0.056  

 (0.059)    
	－0.95
	－
	－

	その他
	－0.051  

 (0.040)    
	－1.28
	－
	－

	ハウスマン検定の

結果
	chi2(3) =11.88で帰無仮説(変量効果モデル)を1%有意水準で棄却。固定効果モデルを採用。

	
	R2:within=0.5429                       　　　　between=0.8245                             overall =0.7489

N＝94
	R2within=0.6383                         　between=0.5162                                  overall = 0.2702

N＝94


　以上のように、設備ベース競争については、推計式(a)でFTTHの小売料金の低廉化効果は有意ではなかったが、推計式(ｂ)のようにサービスベース競争の存在をゼロとする仮定を置く場合、統計的に有意となる。
4.4　集合住宅向けFTTH市場に関する分析

　結果は表4.3のとおりであり、ハウスマン検定の結果、IP電話なしのタイプの場合は、変量効果モデルが採用され、IP電話ありのタイプの場合は、固定効果モデルが採用された。
　IP電話なしのタイプについては、「NTT東西の光ファイバ回線数シェア」の係数が統計的に有意であり、符号の向きも想定どおりである。他の条件が一定であれば、NTT東西の光ファイバ回線数シェアが1%減少すれば、約0.1％集合住宅向けFTTH料金が低廉化する。他方、「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」の係数に関しては、統計的に有意でない。
　IP電話ありのタイプについては、ハウスマン検定の結果採用された固定効果モデルにおいて、NTT東西の光ファイバ回線シェアの係数、「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」の係数ともに統計的に有意である。しかしながら、F検定によって、最小二乗法との比較において、固定効果モデルよりも最小二乗法による推定の方が適当との結果が出た。最小二乗法の結果を見ると、NTT東西の光ファイバ回線シェアの係数、「NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア」の係数ともに統計的に有意ではなく、設備ベース競争、サービスベース競争とも小売料金の低廉化に資しているという積極的な証拠はない。
表4.3　設備ベース競争・サービスベース競争の集合住宅向けFTTH小売料金に対する効果
(ⅰ) 集合住宅向けFTTH（IP電話なし）
従属変数：log(集合住宅向けFTTHの実勢小売価格（IP電話なし））

	モデル
	変量効果モデル
	固定効果モデル

	説明変数
	係数

（標準誤差）
	t値
	係数

（標準誤差）
	t値

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア
	0.00099   

(0.00030)     
	3.23**
	0.0036  

 (0.0023)     
	1.53

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア
	0.00079   

(0.00094)     
	0.85
	－0.0041    (0.0021)    
	－1.93

	log(集合住宅向けFTTH加入者数）
	－0.0108  

(0.013)    
	－0.83
	0.3745  

 (0.1655)     
	2.26*

	2007
	0.0453  

(0.006)     
	6.56**
	－0.0568  

 (0.0433)    
	－1.31

	関東
	0.0243   

(0.0168)     
	1.44
	－
	－

	中部
	0.0058   

(0.0162)     
	0.36
	－
	－

	近畿
	0.036  

 (0.021)     
	1.75
	－
	－

	その他
	0.0038   

(0.013)     
	0.29
	－
	－

	ハウスマン検定
の結果
	chi2(4) = 8.09で帰無仮説(変量効果モデル)を棄却できず。

変量効果モデルを採用。

	
	R2:within=0.5590                         　　　　between=0.3857                            overall =0.4867

N＝94
	R2within=0.6181                        　between=0.0702                                  overall =0.0583

N＝94


 (ⅱ) 集合住宅向けFTTH（IP電話あり）

従属変数：log(集合住宅向けFTTHの実勢小売価格（IP電話あり））

	モデル
	変量効果モデル
	固定効果モデル

	説明変数
	係数

（標準誤差）
	t値
	係数

（標準誤差）
	t値

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア
	0.00051   

(0.00038)     
	1.34
	0.0077

  (0.0034)     
	2.22*

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェア
	－0.0011  

(0 .0012)    
	－0.99
	－0.013  

 (0.0031)    
	－4.27**

	log(集合住宅向けFTTH加入者数）
	0.0119   

(0.016)     
	0.71
	1.306   

(0.243)     
	5.36**

	2007
	0.079  

(0.0092)     
	8.56**
	－0.257  

( 0.063)    
	－4.04**

	関東
	0.013  

(0.020)     
	0.65
	－
	－

	中部
	0.0036   (0.020)     
	0.18
	－
	－

	近畿
	0.015   

(0.026)     
	0.59
	－
	－

	その他
	0.0089  

 (0.0167)     
	0.53
	－
	－

	ハウスマン検定の結果
	chi2(4) = 29.50で１％有意水準で、帰無仮説(変量効果モデル)を棄却。固定効果モデルを採用。

	
	R2:within=0.6241                        　　　　between=0.3144                             overall = 0.6103

N＝94
	R2within=0.7746                        　between=0.0032                                  overall = 0.0057

N＝94


　(ⅱ)-2 集合住宅向けFTTH（IP電話あり）（最小二乗法）
従属変数：log(集合住宅向けFTTHの実勢小売価格（IP電話あり））

	モデル
	最小二乗法

	説明変数
	係数

（標準誤差）
	t値

	NTT東西の光ファイバ回線数シェア
	0.00051   

(0.00038)     
	1.34

	NTT東西の光ファイバ回線数シェアーNTT東西のFTTH契約数シェア
	－0.0011   

(0.0012)    
	－0.99

	log(集合住宅向けFTTH加入者数）
	0.011   

(0.016)     
	0.71

	2007
	0.079   

(0.009)     
	8.56

	関東
	0.013   

(0.020)     
	0.65

	中部
	0.0036   

(0.020)     
	0.18

	近畿
	0.015   

(0.026)     
	0.59

	その他
	0.0089   
(0.016)     
	0.53


4.5　小括
よって、上記の推計結果は、以下のようにまとめられる。
　　(1)  設備ベース競争については、

1 FTTH市場全体において、設備ベース競争の進展が小売料金を逆に値上げさせるという図3.4のような関係は一切ない。
2 戸建て向けFTTH市場においては、設備ベース競争の進展が料金を低廉化させるという証拠はない（統計的に有意でない）。ただし、サービスベース競争が起こっていないと仮定した場合は、料金低廉化の効果が認められる（統計的に有意）。
3 他方、集合住宅向けFTTH市場においては、設備ベース競争の進展が小売料金を低廉化させる効果がある（IP電話なしの場合のみ統計的に有意。）。
(2)  サービスベース競争については、

4 戸建て向けFTTH市場では、サービスベース競争の進展が、逆に小売料金を増大させるという傾向が見られた。すなわち、図3.3の相関図の示す「NTT東西がサービスベース競争でシェアを喪失するほど小売料金が低廉化する」とは結論できない。
5 ただし、戸建て向けFTTH市場においてサービスベース競争の進展自体が非常に少ないと考えられるため、「サービスベース競争の進展によって小売料金が増大する」と、確実に結論付けることは困難。

6 集合住宅向けFTTH市場においては、サービスベース競争の進展が小売料金を低廉化させる効果があるという証拠はない（統計的に有意でない）。
第5章　結論と課題
　今回の分析結果を簡略化すると表5.1のようになる。
表5.1　本分析の推計結果
	
	戸建て向け市場

のFTTH料金
	集合住宅向け市場

のFTTH料金

	設備ベース競争
	△
（サービスベース競争が存在しないと仮定すれば料金低廉化効果あり）
	○
（低廉化効果あり）

	サービスベース

競争
	×
（有意な値上げ効果さえあり。ただしサービスベース競争は少ないと考えられ確実な結論は困難）
	×
（統計的に有意

でない）


　今回の分析の知見の第1は、設備ベース競争は、特に集合住宅向けFTTH市場で料金低廉化の効果が見られ、政策的に積極的に推進する価値があるということである。特に図3.4に見られたような、設備ベース競争の進展が小売料金を高止まりさせるという効果は一切ない。設備ベース競争の効果がある程度確認されたことは、08年4月のKDDIと中部電力系列の通信会社CTCの子会社化や、07年1月の東京電力のKDDIへの光ファイバ事業統合等、FTTH市場において設備ベース競争事業者が規模を拡大してNTT東西と対抗して競争力を強化しようとしている状況に沿う結果ではある。
　今回の分析の知見の第2は、サービスベース競争が小売料金に対する効果は、当初の想定よりもずっと曖昧であったことである。図3.3のような右下がりの結果は得られず、戸建て向け市場では、逆に小売料金の高止まり効果すら認められた。もっとも戸建て向け市場においては、サービスベース競争の進展度が微々たるものと考えられるので、この結論を強調するべきではない。また、戸建て住宅よりもサービスベース競争が進展していると考えられる集合住宅向け市場でも、サービスベース競争の小売料金に対する効果が有意ではなかった。
　今回、サービスベース競争が小売料金の低廉化に資するという結論が出た場合は、NTT東西の光ファイバ設備開放政策をより一層推し進めるという政策的な提言が可能であったが、今回の分析では、サービスベース競争が小売価格を低廉化させるという積極的な証拠は見当たらなかった。サービスベース競争がFTTH市場において十分に料金低廉化の効果がないと仮定すれば、その理由は何であろうか。
　まず戸建て向け市場について考えてみる。第2章図2.5での議論のように、そもそも、戸建て向けFTTH市場では十分なサービスベース競争が起こっていない可能性がある。その要因の1つとしては、NTT東西の設定する加入者系光ファイバの接続料(1芯あたり月額5,074円)が、8分岐単位でしか設定されていないことが挙げられる。現行の接続料の設定方法では、サービスベース事業者が採算を取るためには、同一配線区域にできるだけ多くのユーザーの収容が必要となる。収容効率が上がらない限り、サービスベース事業者が負担する接続料金は低下しない
。このように、8分岐単位での接続料の設定は、サービスベース事業者にFTTHサービス提供に収支上の大きなリスクを課し、サービスベース事業者が実質的に負担する接続料水準を高止まりさせている要因となっていると考えられる。
　8分岐での接続料の設定は、集合住宅向け市場よりも、戸建て向け市場におけるサービスベース競争をより阻害する可能性がある。集合住宅向けFTTHの方が需要密度が高く、サービスベース事業者はユーザーの収容効率を上げ、実質的に負担する接続料を減らすことができるからである。他方、戸建て向けは需要密度が低くユーザーの収容効率が悪くなるため、サービスベース事業者は事業リスクを冒してNTT東西から接続料を支払って光ファイバを借りようとしないことが想定される。戸建て向けFTTH市場でサービスベース競争を促進するためには、例えば、政策的に1分岐単位での接続料の設定を実現することが求められるだろう。

　ただし、今回の分析では、サービスベース競争がより進展しているはずの集合住宅向けFTTH市場においても、サービスベース競争の料金低廉化効果が認められなかった。第2章での議論を踏まえれば、戸建て向け市場よりも集合住宅向けの方がよりサービスベース競争の料金低廉化効果が大きいはずであり、説明が難しいところである。もっとも、今回の回帰分析の結果のみをもって、サービスベース競争の進展は、小売料金の低廉化には何も影響を及ぼさないと結論付けるのは早計であろう。今回の分析には多くの改善の余地があるからである。第1に、小売料金データの制約から、2期間のパネルデータしか分析できなかった。第2に、市場シェアのデータが、戸建て向け、集合住宅向けに分割して利用できなかった。第3に、サービスベース競争の指標として、「NTT東西の光ファイバ回線シェア－NTT東西のFTTH契約シェア」しか利用可能ではなかった。この指標は、NTT東西の光ファイバ回線数とNTT東西のFTTH契約数が1対1対で対応していることを前提としているが、現実はそうはなっていない。例えば、今後、NTT東西への接続料の支払額を都道府県別に把握できるようにする等、接続料の収受をより正確に把握する指標が利用可能になることが望ましい。上記のようなデータを整備した上で、より長期的にデータを取り、パネルデータの強みを生かしつつ、サービスベース競争の小売料金の効果を引き続き分析することが適当であろう。
　なお、最後に、本分析の結果は、サービスベース競争と比較して設備ベース競争を推進すべきということを政策的に含意するものでは決してない。既に述べたように、FTTH市場においては、設備ベース競争とサービスベース競争が（恐らくは相互に作用しながら）同時に進展しているのであり、設備ベース競争の料金低廉化効果が、サービスベース競争の進展とは全く無関係に生じているとは結論できないからである。
別添
使用したデータについて

　特に、今回使用した市場シェア（光ファイバ回線、FTTH契約数）のデータは、戸建て向け、集合住宅向けに区別できない点に留意が必要。

	変数
	属性
	住宅向け・集合住宅向けの別

	FTTH小売料金
	価格.comより。

1期目は2007年5月

2期目は2007年12月
	あり

	NTT東西の光ファイバ回線
シェア
	総務省より入手

1期目は2006年3月

2期目は2007年3月
	なし

（光ファイバ回線全体のみ）

	NTT東西のFTTH契約数

シェア
	総務省より入手

1期目は2006年3月

2期目は2007年3月
	なし

（全FTTH契約のみ）

	FTTH契約者数
	総務省より入手

1期目は2006年3月

2期目は2007年3月
	ないが、加工可能

（戸建て率を全体のFTTH契約数にかける等）


� 広帯域でのインターネット接続を提供するサービスであり、FTTH、DSL、CATV等のサービス形態が存在する。


� Digital Subscriber Line の略。電話の加入者回線（メタル回線）を利用して、広帯域のインターネット接続を提供するサービス。上り・下りで通信速度の異なるADSL等、複数の提供形態が存在する。例えば、NTT東西の「フレッツADSL」、ソフトバンクの「yahoo!!BB」など。


� Fiber To The Home の略であり、光ファイバを直接加入者宅へ引き込むことにより、広帯域のインターネット接続を提供するサービスである。FTTHはDSLと比較して、電気信号による伝送容量の物理的限界を超え、メタル回線よりもはるかに広帯域かつ安定的な通信が実現できる。例えば、NTT東西の「Bフレッツ」、KDDIの「ひかりone」、ケイ・オプティコムの「eo光」など。


� Community Antenna TeleVisionの略。テレビの有線放送サービス。山間部や人口密度の低い地域など、地上波テレビ放送の電波が届きにくい地域でもテレビの視聴を可能にするという目的で開発された。近年では多チャンネルや電話サービス、高速なインターネット接続サービスなどを武器に、都市部でも加入者を増やしている。人口密度の低いアメリカでは普及率がきわめて高い。


�　主な電力系事業者として、北海道総合通信網、東北インテリジェント通信、KDDI、中部テレコミュニケーションズ、北陸通信ネットワーク、ケイ・オプティコム、エネルギア・コミュニケーションズ、ＳＴＮｅｔ、九州通信ネットワーク、沖縄通信ネットワークが挙げられる。電力系事業者はNTT東西と同様、自前の光ファイバ設備を設置してFTTHサービスを利用者に提供している。


� 各社ホームページ等参照


　イー・アクセス：http://www.eaccess.net/cgi-bin/press.cgi?id=690


　KDDI：http://www.kddi.com/corporate/news_release/2006/1012/index.html


　　　　 http://www.kddi.com/corporate/news_release/2008/0125/index.html


� なお、設備ベースでの回線数とサービスベースでの加入者数とは、集合住宅等の場合においてはカウント方法が異なる場合がありうるため、比較を行う上では留意する必要がある。


� なお、前述のとおり、設備ベースでの回線数とサービスベースでの加入者数とは、集合住宅等の場合においてはカウント方法が異なる場合がありうるため、NTT東西の光ファイバﾞ回線数シェア－NTT東西のFTTH契約数シェアがマイナスに出ている地域が存在する。


� 図2.5は2006年12月末の状況であるため、2007年1月に東京電力と事業統合したKDDIのシェアは確認できないことに注意。


� 近年、MVNO（Mobile Virtual Network Operatorの略。既存の携帯電話事業者等から無線ネットワークを借り受けてサービスを提供する事業者）の参入を促進することが政策課題の1つとして議論されており、今後MVNOが普及すると、携帯電話市場でもサービスベース競争が進展する可能性がある。


� 価格.comのデータ（2007年5月）に基づき、FTTHサービスの年間費用（初期費用＋プロバイダ料・NTT回線料その他の月額料金の1年分費用）から各種特典（無料期間、キャッシュバック、商品券その他）を控除し、これを12で除して、月額の実勢価格を算出したものが使用されている。各都道府県の実勢価格は、価格.comの「プロバイダ比較　光ファイバー・ADSLの最安プランを47都道府県ごとに徹底比較」より「地域別最安プラン検索」を利用して得られた最安値である。


� 総務省(2004)「平成１５年度電気通信事業分野における競争状況の評価」p223。なお、静岡県のみ関東市場と中部市場にまたがっているが、今回は中部市場に含めることとした。


� 変量効果モデルと最小二乗法のどちらを採択すべきかを検定する方法として、Breusch-Pegan Lagrangian multiplier検定(帰無仮説を最小二乗法とし、対抗仮説を変量効果モデルとする）、固定効果モデルと最小二乗法のどちらを採択すべきかを検定する方法としてF検定(帰無仮説を最小二乗法とし、対抗仮説を固定効果モデルとする)を行うことが知られている。今回の推計は、ハウスマン検定と併せてこの2つの検定を行っている。


� **が1％の有意水準で帰無仮説(βj=0)を棄却(両側検定）、*が5%の有意水準で帰無仮説を棄却（同）。また、この節の表において、ハウスマン検定によって採用されたモデルには太枠を付し、かつ最も関心のある独立変数の係数の欄に網掛けを付している。以下の表でも同じ。


�　例として、競争事業者が1芯の加入者系光ファイバをNTT東西から接続料を支払って借りた場合を考える。このとき、当該競争事業者が営業活動を行った結果、1ユーザーしか獲得できなかった場合、1ユーザーにつき5,074円の接続料を負担することになり、NTT東西と競合するユーザー料金（3,000～4,000円）を設定できない（設定した場合は赤字になる）ことになる。
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